介護保険政策の課題（下） : 地域包括ケアの可能性と問題点　介護保険と福祉の関係 by 芝田 文男



















































政令市・中核市・10万以上市  40 15 37.5％
10万未満市町村 156 39 25.0％































目指すべき構想で実現すべき 54％ 44％ 2％
課題が多く実現がかなり難しい










































































































































































































 0–199円  1（2.4％）  2（4.8％）
200–399円  3（7.1％）  8（19.0％）





























































































































































































































































価格 3万円台 4万円台 5万円台 6万円台 7万円以上10万円未満
住宅数 43（18.9％） 155（68.3％） 22（9.7％） 6（2.6％） 1（0.4％）
出典：筆者作成。
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Ⅳ　地域包括ケアの現状と課題の考察
地域包括ケアはⅡでみたように、国及びほとんどの市町村が目指すべき
方向性として掲げている構想であるが、医療・介護・予防・生活支援サー
ビスを24時間365日概ね中学校区である日常生活圏域において利用でき
るという構想の理想を実現するには多くの課題があるようである。施設で
なく高齢者にとって住みやすい環境にある住宅で、24時間対応巡回又は
必要に応じて訪問介護サービスを受けるという仕組みは、デンマークと
いった北欧に多くみられる形態
（ 5 ）
であるが、これらの国々は公的住宅の比率
が高く、訪問介護も公的又は自治体が圏域ごとに包括的に委託したサービ
ス主体によって提供されるなど、公的主体により包括的・計画的に提供す
ることが多い。しかし、日本の医療及び介護サービスは、提供システムは
公的保険であるが、サービス提供主体は民間が中心で複数かつ多様な業
種・業態が互いに競争し、利用者がそれらの者の中からそれぞれのサービ
ス事業者ごとに契約によって選択する仕組みである。
従って、そのような多様な主体が効率的・かつ包括的にサービスを提供
できる体制を作るには、第一に、多様なサービス主体が連携するための仕
組みを作る必要がある。個々人が受ける介護保険だけのサービスの調整で
あれば、ケアプランの作成と調整を行うケアマネージャーが行うことも可
能であるが、介護だけにとどまらない医療・生活支援サービス・住宅・認
知症高齢者の権利擁護等となると、これらの多様な主体をつなぐ会議等の
場が必要になる。国が進める方向としては、前述の地域包括ケア会議があ
るわけだが、地域により、開かれていなかったり、回数が少なかったり、
参加する関係者が限られているなど課題が多いようである。今後地域包括
ケア会議の一層の活性化や、それにとどまらない関係者間のネットワーク
の好事例の普及が求められる。
第二に、地域包括ケアはまさに地域に合った仕組みを作るためのもので
ある。介護・医療・生活において多様な民間サービス主体が多いが、住民
同士の地域的つながりが少なく隣近所の高齢者の生活実態がわかりにくい
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都会と、民間サービスは少なく周辺地域では買物等にも困難が生じている
一方、地域のつながりが強く声掛けなどインフォーマルな生活支援サービ
スが作りやすい郡部地域とでは地域の状況が大きく異なる。それぞれの地
域の特性にあったサービス提供体制の型を各地域で作る必要があると思わ
れる。例えば、都会では多様な介護・医療事業者、民間営利の配食サービ
ス等を活用したサービス体系を作ったり、地域のつながりの少なさを京都
市が行っているように認知症高齢者サポーターや一人暮らしお年寄り見守
りサポーターが日常生活の中で無理のない範囲で高齢者を見守り、異変を
感じた時に地域の担当のある老人福祉員・民生委員・児童委員や行政に情
報をつなぐシステムを作ることも有効と思われる。他方、郡部地域では採
算ベースに乗りにくいサービスを公立や委託形式による一部費用補助によ
る介護・医療事業で補完したり、比較的強い地縁関係や郵便事業を活用し
た見守り・生活支援サービスネットワークの構築、買物困難者の足の確
保、民間業者の配達事業の活用などのサービスが考えられる。
第三に、国土交通省と厚生労働省が連携して整備をすすめようとしてい
るサービス付き高齢者住宅は、バリアフリーと24時間生活相談・緊急対
応サービスを標準サービスとしたものであり、持家中心の居宅か、それが
困難になった個別の要介護高齢者ごとの施設・病院への収容という対応か
ら、高齢者世帯が世帯としてより長く住み慣れた環境で暮らす自宅の一形
態として今後さらに発展することが期待される。
Ⅲで見たように、サービス付き高齢者住宅の実態は営利経営が中心で都
市部に立地が偏っており、必須サービスの利用料が7万円を超える住宅が
9割以上である等厚生年金受給層を中心ターゲットとしている実態が明ら
かになった。さらにⅡの関西市町村への調査では、地方郡部市町村におい
て、そもそも立地を期待しておらず、都市部においても介護福祉行政部局
との連携は取れていない状況が見てとれた。
しかしながら、郡部地域においてもサービス付き高齢者住宅を中心市街
地に誘致することで、周辺限界集落からの移住によるコンパクトシティ化
で居住と買物・病院・居宅介護サービス等が受けやすくすることも可能と
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思われる。都会においても急速に高齢化している公民の集合住宅、郊外
ニュータウン、中心市街地に取り残された高齢者世帯などに対して、コ
ミュニティ単位の都市計画の中でのサービス付き高齢者住宅の誘致、公営
住宅・UR団地・民間マンションへのディサービスや訪問介護ステー
ションの併設等多様な住宅と居宅介護・在宅医療の連携体制を整備するこ
とで高齢化に対応した街づくりを計画していく必要があると思われる。
さらに厚生年金受給層でない高齢者世帯への対応についても、7万円未
満の住宅戸数が7％あったということは逆に公有地の提供・公的融資の活
用、税制上優遇されている社会福祉法人立の高齢者住宅の誘致を図ること
で、中低所得者層向けのサービス付き高齢者住宅を計画的に供給すること
も可能ではないかと思われる。一方で生活保護受給層を対象に質の悪い
サービスで保護費や年金のほとんどを利用料として請求する貧困ビジネス
については、条例・法律で規制していくことも必要であろう。
註
（５） 松岡洋子『デンマークの高齢者福祉と地域居住』新評論（2005）はデン
マークの事情を知ることができる。
Ⅴ　おわりに
以上、Ⅱで地域包括ケア構想への取組み状況について、関西市町村へ
アンケート調査を行うとともに京都市の長寿福祉課に対するヒアリングを
行った結果をまとめた。また、Ⅲで構想の前提となるニーズに対応した住
宅の状況を調査するため、大阪府、京都府および兵庫県のサービス付き高
齢者住宅について、国土交通省の「サービス付き高齢者住宅情報提供シス
テム」で開示されている情報からその現状と課題を分析した。そして、Ⅳ
でこれらの調査から見えた課題について簡単な考察を試みた。
今後、地域包括ケア会議その他の関係者間の連携の在り方、介護・在宅
医療・生活支援・認知症高齢者の権利擁護等各事業について、それぞれ先
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行的に取り組んでいる市町村に対してヒアリング調査を行うことで、地域
包括ケアの現状と課題についてより深く掘り下げて研究し、介護保険の進
むべき方向性の考察を進めていきたい。
参考資料
芝田（2012-1）「介護保険制度創設より10年間の足跡の評価と今後の課題―関西
地方市町村担当者のアンケートを参考に―」関西大学経済・政治研究所『研究
双書』第153刷「社会保障と財政を考える」（2012）に所収
芝田（2012-2）『社会保障政策』嵯峨野書院（2012）
高橋紘士編『地域包括ケアシステム』オーム社（2012）
本間義人『居住の貧困』岩波新書（2009）
松岡洋子『デンマークの高齢者福祉と地域居住』新評論（2005）
